
法人別ガバナンス規定等（抜粋） 

 

H30.9.26 国立大学の一法人複数大学制度等

に関する調査検討会議（第 1 回）資料より 

【国立大学法人】 

 

◆国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号） 

 

 （定義） 

第二条 この法律において「国立大学法人」とは、国立大学を設置することを目的として、

この法律の定めるところにより設立される法人をいう。 

２～４ （略） 

５ この法律において「中期目標」とは、国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下

「国立大学法人等」という。）が達成すべき業務運営に関する目標であって、第三十条第

一項の規定により文部科学大臣が定めるものをいう。 

６ この法律において「中期計画」とは、中期目標を達成するための計画であって、第三

十一条第一項の規定により国立大学法人等が作成するものをいう。 

７・８ （略） 

 

 （役員） 

第十条 各国立大学法人に、役員として、その長である学長及び監事二人を置く。 

２ 各国立大学法人に、役員として、それぞれ別表第一の第四欄に定める員数以内の理事

を置く。 

 

 （役員の職務及び権限） 

第十一条 学長は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第九十二条第三項に規定

する職務を行うとともに、国立大学法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 学長は、次の事項について決定をしようとするときは、学長及び理事で構成する会議

（第五号において「役員会」という。）の議を経なければならない。 

一 中期目標についての意見（国立大学法人等が第三十条第三項の規定により文部科学

大臣に対し述べる意見をいう。以下同じ。）及び年度計画に関する事項 

二 この法律により文部科学大臣の認可又は承認を受けなければならない事項 

三 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

四 当該国立大学、学部、学科その他の重要な組織の設置又は廃止に関する事項 

五 その他役員会が定める重要事項 

３ 理事は、学長の定めるところにより、学長を補佐して国立大学法人の業務を掌理し、

学長に事故があるときはその職務を代理し、学長が欠員のときはその職務を行う。 

４～９ （略） 

 

 （役員の任命） 

第十二条 学長の任命は、国立大学法人の申出に基づいて、文部科学大臣が行う。 

２ 前項の申出は、第一号に掲げる委員及び第二号に掲げる委員各同数をもって構成する

会議（以下「学長選考会議」という。）の選考により行うものとする。 

一 第二十条第二項第三号に掲げる者の中から同条第一項に規定する経営協議会におい

て選出された者 



 
 
二 第二十一条第二項第三号又は第四号に掲げる者の中から同条第一項に規定する教育

研究評議会において選出された者 

３ 前項各号に掲げる者のほか、学長選考会議の定めるところにより、学長又は理事を学

長選考会議の委員に加えることができる。ただし、その数は、学長選考会議の委員の総

数の三分の一を超えてはならない。 

４ 学長選考会議に議長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

５ 議長は、学長選考会議を主宰する。 

６ この条に定めるもののほか、学長選考会議の議事の手続その他学長選考会議に関し必

要な事項は、議長が学長選考会議に諮って定める。 

７ 第二項に規定する学長の選考は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学における教

育研究活動を適切かつ効果的に運営することができる能力を有する者のうちから、学長

選考会議が定める基準により、行わなければならない。 

８ 国立大学法人は、第二項に規定する学長の選考が行われたときは当該選考の結果その

他文部科学省令で定める事項を、学長選考会議が前項に規定する基準を定め、又は変更

したときは当該基準を、それぞれ遅滞なく公表しなければならない。 

９ （略） 

 

第十三条 理事は、前条第七項に規定する者のうちから、学長が任命する。 

２ 学長は、前項の規定により理事を任命したときは、遅滞なく、文部科学大臣に届け出

るとともに、これを公表しなければならない。 

 

 （役員の任期） 

第十五条 学長の任期は、二年以上六年を超えない範囲内において、学長選考会議の議を

経て、各国立大学法人の規則で定める。 

２ 理事の任期は、六年を超えない範囲内で、学長が定める。ただし、理事の任期の末日

は、当該理事を任命する学長の任期の末日以前でなければならない。 

３・４ （略） 

 

 （役員の欠格条項） 

第十六条 政府又は地方公共団体の職員（非常勤の者を除く。）は、役員となることがで

きない。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育公務員で政令で定める者は、非常勤の理事又は監事と

なることができる。 

 

 （役員の解任） 

第十七条 文部科学大臣又は学長は、それぞれその任命に係る役員が前条の規定により役

員となることができない者に該当するに至ったときは、その役員を解任しなければなら

ない。 

２ 文部科学大臣又は学長は、それぞれその任命に係る役員が次の各号のいずれかに該当

するとき、その他役員たるに適しないと認めるときは、その役員を解任することができ

る。 



 
 
一 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

二 職務上の義務違反があるとき。 

３ 前項に規定するもののほか、文部科学大臣又は学長は、それぞれその任命に係る役員

（監事を除く。）の職務の執行が適当でないため当該国立大学法人の業務の実績が悪化

した場合であって、その役員に引き続き当該職務を行わせることが適当でないと認める

ときは、その役員を解任することができる。 

４ 前二項の規定により文部科学大臣が行う学長の解任は、当該国立大学法人の学長選考

会議の申出により行うものとする。 

５ （略） 

 

 （経営協議会） 

第二十条 国立大学法人に、国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関として、

経営協議会を置く。 

２ 経営協議会は、次に掲げる委員で組織する。 

一 学長 

二 学長が指名する理事及び職員 

三 当該国立大学法人の役員又は職員以外の者で大学に関し広くかつ高い識見を有する

もののうちから、次条第一項に規定する教育研究評議会の意見を聴いて学長が任命す

るもの 

３ 経営協議会の委員の過半数は、前項第三号の委員でなければならない。 

４ 経営協議会は、次に掲げる事項を審議する。 

一 中期目標についての意見に関する事項のうち、国立大学法人の経営に関するもの 

二 中期計画及び年度計画に関する事項のうち、国立大学法人の経営に関するもの 

三 学則（国立大学法人の経営に関する部分に限る。）、会計規程、役員に対する報酬及

び退職手当の支給の基準、職員の給与及び退職手当の支給の基準その他の経営に係る

重要な規則の制定又は改廃に関する事項 

四 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

五 組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

六 その他国立大学法人の経営に関する重要事項 

５ 経営協議会に議長を置き、学長をもって充てる。 

６ 議長は、経営協議会を主宰する。 

 

 （教育研究評議会）                                                           

第二十一条 国立大学法人に、国立大学の教育研究に関する重要事項を審議する機関とし

て、教育研究評議会を置く。 

２ 教育研究評議会は、次に掲げる評議員で組織する。 

一 学長 

二 学長が指名する理事 

三 学部、研究科、大学附置の研究所その他の教育研究上の重要な組織の長のうち、教

育研究評議会が定める者 

四 その他教育研究評議会が定めるところにより学長が指名する職員 



 
 
３ 前項各号に掲げる者のほか、学校教育法第九十二条第二項の規定により副学長（同条

第四項の規定により教育研究に関する重要事項に関する校務をつかさどる者に限る。）

を置く場合には、当該副学長（当該副学長が二人以上の場合には、その副学長のうちか

ら学長が指名する者）を評議員とする。 

４ 教育研究評議会は、次に掲げる事項について審議する。 

一 中期目標についての意見に関する事項（前条第四項第一号に掲げる事項を除く。） 

二 中期計画及び年度計画に関する事項（前条第四項第二号に掲げる事項を除く。） 

三 学則（国立大学法人の経営に関する部分を除く。）その他の教育研究に係る重要な

規則の制定又は改廃に関する事項 

四 教員人事に関する事項 

五 教育課程の編成に関する方針に係る事項 

六 学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に関する事項 

七 学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針及び学位の授与に

関する方針に係る事項 

八 教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

九 その他国立大学の教育研究に関する重要事項 

５ 教育研究評議会に議長を置き、学長をもって充てる。 

６ 議長は、教育研究評議会を主宰する。 

 

 （大学附属の学校） 

第二十三条 国立大学に、文部科学省令で定めるところにより、幼稚園、小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、幼保連携型認定こども園又は専

修学校を附属させて設置することができる。 

 

 （中期目標） 

第三十条 文部科学大臣は、六年間において国立大学法人等が達成すべき業務運営に関す

る目標を中期目標として定め、これを当該国立大学法人等に示すとともに、公表しなけ

ればならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 中期目標においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 教育研究の質の向上に関する事項 

二 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

三 財務内容の改善に関する事項 

四 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該

状況に係る情報の提供に関する事項 

五 その他業務運営に関する重要事項 

３ 文部科学大臣は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

国立大学法人等の意見を聴き、当該意見に配慮するとともに、評価委員会の意見を聴か

なければならない。 

 

 （中期計画） 

第三十一条 国立大学法人等は、前条第一項の規定により中期目標を示されたときは、当



 
 
該中期目標に基づき、文部科学省令で定めるところにより、当該中期目標を達成するた

めの計画を中期計画として作成し、文部科学大臣の認可を受けなければならない。これ

を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 教育研究の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

二 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

三 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

四 短期借入金の限度額 

五 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

六 剰余金の使途 

七 その他文部科学省令で定める業務運営に関する事項 

３ 文部科学大臣は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意

見を聴かなければならない。 

４ 文部科学大臣は、第一項の認可をした中期計画が前条第二項各号に掲げる事項の適正

かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、その中期計画を変更すべきことを命

ずることができる。 

５ 国立大学法人等は、第一項の認可を受けたときは、遅滞なく、その中期計画を公表し

なければならない。 

 

 

◆国立大学法人法施行規則（平成十五年文部科学省令第五十七号） 

  

 （国立大学の附属の学校） 

第四条 法第二十三条の規定により別表第二の上欄に掲げる国立大学に附属して設置され

る幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校

（以下「附属学校」という。）は、それぞれ同表の下欄に定めるとおりとする。 

２ 附属学校の名称は、別表第二の上欄の国立大学の名称に同表下欄の学校の名称を附し

たものとする。 

３ 附属学校の位置は、別表第三に掲げるものを除き、当該附属学校が附属する国立大学

を設置する国立大学法人の主たる事務所の所在地とする。 

 

 （国立大学の附属の専修学校） 

第五条 法第二十三条の規定により別表第四の上欄に掲げる国立大学に附属して設置され

る専修学校は、それぞれ同表の下欄に定めるとおりとする。 

 

 

◆独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号） 

※国立大学法人法第三十五条の準用による読み替え後 

                                                            

 （職員の任命） 

第二十六条 国立大学法人等の職員は、学長が任命する。 



 
 
 （財務諸表等） 

第三十八条 国立大学法人等は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は

損失の処理に関する書類その他主務省令で定める書類及びこれらの附属明細書（以下「財

務諸表」という。）を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に文部科学大臣に提出し、

その承認を受けなければならない。 

２～５ （略） 

 

 

 

 



 

 

【大学共同利用機関法人】 

※国立大学法人と共通の規定は省略（上掲） 

◆国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号） 

 

 （定義） 

第二条 （略） 

２ （略） 

３ この法律において「大学共同利用機関法人」とは、大学共同利用機関を設置すること

を目的として、この法律の定めるところにより設立される法人をいう。     

４～８ （略） 

 

 （役員） 

第二十四条 各大学共同利用機関法人に、役員として、その長である機構長及び監事二人

を置く。 

２ 各大学共同利用機関法人に、役員として、それぞれ別表第二の第四欄に定める員数以

内の理事を置く。 

 

 （役員の職務及び権限） 

第二十五条 機構長は、大学共同利用機関法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 機構長は、次の事項について決定をしようとするときは、機構長及び理事で構成する

会議（第五号において「役員会」という。）の議を経なければならない。 

一 中期目標についての意見及び年度計画に関する事項 

二 この法律により文部科学大臣の認可又は承認を受けなければならない事項 

三 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

四 当該大学共同利用機関その他の重要な組織の設置又は廃止に関する事項 

五 その他役員会が定める重要事項 

３ 理事は、機構長の定めるところにより、機構長を補佐して大学共同利用機関法人の業

務を掌理し、機構長に事故があるときはその職務を代理し、機構長が欠員のときはその

職務を行う。 

４～９ （略） 

 

 （国立大学法人の役員及び職員に関する規定の準用） 

第二十六条 第十二条から第十九条までの規定は、大学共同利用機関法人の役員及び職員

について準用する。この場合において、これらの規定中「学長」とあるのは「機構長」

と、「国立大学法人」とあるのは「大学共同利用機関法人」と、「学長選考会議」とある

のは「機構長選考会議」と読み替えるほか、第十二条第二項第一号中「第二十条第二項第

三号」とあるのは「第二十七条第二項第三号」と、同項第二号中「第二十一条第二項第三

号又は第四号」とあるのは「第二十八条第二項第三号から第五号まで」と、同条第七項中

「大学」とあるのは「大学共同利用機関」と読み替えるものとする。 

 

 



 
 
 （経営協議会） 

第二十七条 大学共同利用機関法人に、大学共同利用機関法人の経営に関する重要事項を

審議する機関として、経営協議会を置く。 

２ 経営協議会は、次に掲げる委員で組織する。 

一 機構長 

二 機構長が指名する理事及び職員 

三 当該大学共同利用機関法人の役員又は職員以外の者で大学共同利用機関に関し広く

かつ高い識見を有するもののうちから、次条第一項に規定する教育研究評議会の意見

を聴いて機構長が任命するもの 

３ 経営協議会の委員の過半数は、前項第三号の委員でなければならない。            

４ 経営協議会は、次に掲げる事項を審議する。 

一 中期目標についての意見に関する事項のうち、大学共同利用機関法人の経営に関す

るもの 

二 中期計画及び年度計画に関する事項のうち、大学共同利用機関法人の経営に関する

もの 

三 会計規程、役員に対する報酬及び退職手当の支給の基準、職員の給与及び退職手当

の支給の基準その他の経営に係る重要な規則の制定又は改廃に関する事項 

四 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

五 組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

六 その他大学共同利用機関法人の経営に関する重要事項 

５ 経営協議会に議長を置き、機構長をもって充てる。 

６ 議長は、経営協議会を主宰する。 

 

 

◆国立大学法人法施行規則（平成十五年文部科学省令第五十七号） 

 

 （大学共同利用機関法人の設置する大学共同利用機関） 

第一条 国立大学法人法（以下「法」という。）第五条第二項の規定により大学共同利用

機関法人が設置する大学共同利用機関は、別表第一の上欄に掲げる大学共同利用機関法

人の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる大学共同利用機関とし、当該大学共同利

用機関の目的は、同表の下欄に掲げるとおりとする。 

 

 

 



 

 

【公立大学法人】 

 

◆地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号） 

 

 （定義） 

第二条 この法律において「地方独立行政法人」とは、住民の生活、地域社会及び地域経

済の安定等の公共上の見地からその地域において確実に実施されることが必要な事務及

び事業であって、地方公共団体が自ら主体となって直接に実施する必要のないもののう

ち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるものと地方公共

団体が認めるものを効率的かつ効果的に行わせることを目的として、この法律の定める

ところにより地方公共団体が設立する法人をいう。 

２ （略） 

 

 （定款） 

第八条 地方独立行政法人の定款には、次に掲げる事項を規定しなければならない。 

一 目的 

二 名称 

三 設立団体 

四 事務所の所在地 

五 特定地方独立行政法人又は特定地方独立行政法人以外の地方独立行政法人（以下「一

般地方独立行政法人」という。）の別 

六 役員の定数、任期その他役員に関する事項 

七 業務の範囲及びその執行に関する事項 

八 公共的な施設（住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設を

いう。以下この条、第二十一条第六号及び第二十四条において同じ。）の設置及び管理

を行う場合には、当該公共的な施設の名称及び所在地 

九 資本金、出資及び資産に関する事項 

十 公告の方法 

十一 解散に伴う残余財産の帰属に関する事項 

２～４ （略） 

 

 （役員） 

第十二条 地方独立行政法人に、役員として、理事長一人、副理事長、理事及び監事を置

く。ただし、定款で副理事長を置かないことができる。 

 

 （役員の職務及び権限） 

第十三条 理事長は、地方独立行政法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 副理事長は、地方独立行政法人を代表し、定款で定めるところにより、理事長を補佐

して地方独立行政法人の業務を掌理し、理事長に事故があるときはその職務を代理し、

理事長が欠員のときはその職務を行う。 

 



 
 
３ 理事は、定款で定めるところにより、理事長及び副理事長を補佐して地方独立行政法

人の業務を掌理し、理事長及び副理事長に事故があるときはその職務を代理し、理事長

及び副理事長が欠員のときはその職務を行う。 

４～９ （略） 

 

 （役員の任期） 

第十五条 役員（監事を除く。以下この項において同じ。）の任期は、第二十五条第二項

第一号に規定する中期目標の期間（以下この項において「中期目標の期間」という。）を

考慮した上で、中期目標の期間又は四年間のいずれか長い期間内において定款で定める

期間とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２・３ （略） 

 

 （役員の欠格条項） 

第十六条 政府又は地方公共団体の職員（非常勤の者を除く。）は、役員となることがで

きない。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育公務員で政令で定める者は、非常勤の役員となること

ができる。 

 

 （役員の解任） 

第十七条 設立団体の長又は理事長は、それぞれその任命に係る役員が前条の規定により

役員となることができない者に該当するに至ったときは、その役員を解任しなければな

らない。 

２ 設立団体の長又は理事長は、それぞれその任命に係る役員が次の各号のいずれかに該

当するとき、その他役員たるに適しないと認めるときは、その役員を解任することがで

きる。 

一 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

二 職務上の義務違反があるとき。 

３ 前項に規定するもののほか、設立団体の長又は理事長は、それぞれその任命に係る役

員（監事を除く。）の職務の執行が適当でないため当該地方独立行政法人の業務の実績

が悪化した場合であって、その役員に引き続き当該職務を行わせることが適切でないと

認めるときは、その役員を解任することができる。 

４ （略） 

 

 （職員の任命） 

第二十条 地方独立行政法人の職員は、理事長が任命する。 

 

 （業務の範囲） 

第二十一条 地方独立行政法人は、次に掲げる業務のうち定款で定めるものを行う。 

一 （略） 

 

 



 
 
二 大学又は大学及び高等専門学校の設置及び管理を行うこと並びに当該大学又は大学

及び高等専門学校における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって政

令で定めるものを実施する者に対し、出資を行うこと。 

三～七 （略） 

 

 （中期目標） 

第二十五条 設立団体の長は、三年以上五年以下の期間において地方独立行政法人が達成

すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定め、当該中期目標を当該

地方独立行政法人に指示するとともに、公表しなければならない。当該中期目標を変更

したときも、同様とする。 

２ 中期目標においては、次に掲げる事項について具体的に定めるものとする。 

一 中期目標の期間（前項の期間の範囲内で設立団体の長が定める期間をいう。以下同

じ。） 

二 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

三 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

四 財務内容の改善に関する事項 

五 その他業務運営に関する重要事項 

３ 設立団体の長は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

評価委員会の意見を聴くとともに、議会の議決を経なければならない。 

 

 （中期計画） 

第二十六条 地方独立行政法人は、前条第一項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、

設立団体の規則で定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画（以下「中

期計画」という。）を作成し、設立団体の長の認可を受けなければならない。当該中期計

画を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

二 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

三 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

四 短期借入金の限度額 

四の二 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産

がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

五 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、

その計画 

六 剰余金の使途 

七 その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

３ 設立団体の長は、第一項の認可をした中期計画が前条第二項第二号から第五号までに

掲げる事項の適正かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、その中期計画を変

更すべきことを命ずることができる。 

４ （略） 



 
 
 （財務諸表等） 

第三十四条 地方独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又

は損失の処理に関する書類その他設立団体の規則で定める書類及びこれらの附属明細書

（以下「財務諸表」という。）を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に設立団体の長

に提出し、その承認を受けなければならない。 

２・３ （略） 

                                                         

 （名称の特例） 

第六十八条 一般地方独立行政法人で第二十一条第二号に掲げる業務を行うもの（以下「公

立大学法人」という。）は、第四条第一項の規定にかかわらず、その名称中に、地方独立

行政法人という文字に代えて、公立大学法人という文字を用いなければならない。 

２ （略） 

 

 （理事長の任命の特例等） 

第七十一条 公立大学法人の理事長は、当該公立大学法人が設置する大学の学長となるも

のとする。ただし、定款で定めるところにより、当該公立大学法人が設置する大学の全

部又は一部について、学長を理事長と別に任命するものとすることができる。 

２ 前項の規定により大学の学長となる公立大学法人の理事長（以下この章において「学

長となる理事長」という。）の任命は、第十四条第一項及び第三項の規定にかかわらず、

当該公立大学法人の申出に基づいて、設立団体の長が行う。 

３ 前項の申出は、学長となる理事長が学長となる大学に係る選考機関（学長となる理事

長又は第五項に規定する学長を別に任命する大学の学長をこの項又は第五項の規定によ

り選考するために、定款で定めるところにより公立大学法人に当該公立大学法人が設置

する大学ごとに設置される機関をいう。以下この章において同じ。）の選考に基づき行

う。この場合において、学長となる理事長で二以上の大学の学長となるものの任命に係

るこれらの大学に係る選考機関の選考の結果が一致しないときは、前項の申出は、定款

で定めるところにより、これらの選考機関の代表者で構成する会議の選考に基づき行う。 

４ 選考機関は、公立大学法人が設置する大学ごとに、第七十七条第一項に規定する経営

審議機関を構成する者の中から当該経営審議機関において選出された者及び同条第三項

に規定する教育研究審議機関を構成する者の中から当該教育研究審議機関において選出

された者により構成するものとする。 

５ 第一項ただし書の規定により学長を理事長と別に任命するものとされた大学（以下こ

の章において「学長を別に任命する大学」という。）の学長の任命は、当該学長を別に任

命する大学に係る選考機関の選考に基づき、理事長が行う。 

６ 第三項に規定する学長となる理事長の選考及び前項に規定する学長を別に任命する大

学の学長の選考は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学における教育研究活動を適切

かつ効果的に運営することができる能力を有する者のうちから行わなければならない。 

７ 第五項の規定により任命された学長を別に任命する大学の学長は、第十四条第四項の

規定にかかわらず、当該公立大学法人の副理事長となるものとする。 

８ 公立大学法人（第一項ただし書の規定により、当該公立大学法人が設置する大学の全

部について、学長を理事長と別に任命するものとされているものに限る。）の理事長は、



 
 
第十四条第一項及び第三項の規定にかかわらず、第六項に規定する者のうちから、設立

団体の長が任命する。 

９ （略） 

１０ 公立大学法人の副理事長（第七項の規定により副理事長となるものを除く。）及び

理事は、第十四条第四項の規定にかかわらず、第六項に規定する者のうちから、理事長

が任命する。この場合においては、同条第五項の規定を準用する。 

 

 （教員等の任命等） 

第七十三条 学長を別に任命する大学においては、理事長が当該大学の副学長、学部長そ

の他政令で指定する部局の長及び教員（教授、准教授、助教、講師及び助手をいう。）並

びに第七十七条の二第一項の規定により当該大学に附属して設置される同項に規定する

学校の校長又は園長及び教員（教頭、教諭その他の政令で定める者をいう。）を第二十条

の規定により任命し、免職し、又は降任するときは、学長の申出に基づき行うものとす

る。 

 

 （学長の任期等） 

第七十四条 公立大学法人が設置する大学の学長の任期は、二年以上六年を超えない範囲

内において、当該大学に係る選考機関の議を経て、当該公立大学法人の規程で定めるも

のとする。この場合において、当該公立大学法人の理事長が二以上の大学の学長となる

ときは、これらの学長の任期は、同一の期間となるように定めるものとする。 

２ （略） 

３ 学長となる理事長及び副理事長（第七十一条第七項の規定により副理事長となるもの

に限る。）の任期は、第十五条第一項の規定にかかわらず、前二項の規定により定められ

る学長の任期によるものとし、第八条第一項第六号の規定にかかわらず、これを定款に

規定することを要しないものとする。  

４ （略） 

５ 公立大学法人（第七十一条第一項ただし書の規定により、当該公立大学法人が設置す

る大学の全部について、学長を理事長と別に任命するものとされているものを除く。）

の副理事長（同条第七項の規定により副理事長となるものを除く。以下この項及び次項

において同じ。）及び理事の任期は、第十五条第一項の規定にかかわらず、六年を超えな

い範囲内において理事長が定める。ただし、副理事長及び理事の任期の末日は、当該副

理事長及び理事を任命する理事長の任期の末日以前でなければならない。 

６ （略） 

 

 （理事長の解任の特例等） 

第七十五条 第十七条第一項（次条において準用する場合を含む。）に規定する場合を除

き、第十七条第二項及び第三項（これらの規定を次条において準用する場合を含む。）の

規定により、学長となる理事長を解任する場合又は学長を別に任命する大学の学長を解

任する場合には、当該学長となる理事長が学長である大学又は当該学長を別に任命する

大学に係る選考機関の申出により行うものとする。この場合において、公立大学法人の

理事長が二以上の大学の学長であるときは、これらの大学に係るすべての選考機関の申



 
 
出により行うものとする。 

 

 （審議機関） 

第七十七条 公立大学法人は、定款で定めるところにより、当該公立大学法人の経営に関

する重要事項を審議する機関（次項において「経営審議機関」という。）を置くものとす

る。 

２ 経営審議機関は、理事長、副理事長その他の者により構成するものとする。 

３ 公立大学法人は、定款で定めるところにより、当該公立大学法人が設置する大学ごと

に当該大学の教育研究に関する重要事項を審議する機関（次項において「教育研究審議

機関」という。）を置くものとする。 

４ 教育研究審議機関は、学長、学部長その他の者により構成するものとする。  

 

 （大学附属の学校） 

第七十七条の二 公立大学法人が設置する大学に、当該大学の教育研究上の目的を達成す

るため、定款で定めるところにより、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校、幼保連携型認定こども園又は専修学校（次項において

「学校」という。）を附属させて設置することができる。 

２ （略） 

 

 （中期目標等の特例） 

第七十八条 公立大学法人に関する第二十五条第一項及び第二項の規定の適用について

は、同条第一項中「三年以上五年以下の期間」とあるのは「六年間」と、同条第二項第一

号中「前項の期間の範囲内で設立団体の長が定める」とあるのは「前項の」とする。 

２ 公立大学法人に係る中期目標においては、前項の規定により読み替えられた第二十五

条第二項各号に掲げる事項のほか、教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自

ら行う点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項について定めるもの

とする。 

３ 設立団体の長は、公立大学法人に係る中期目標を定め、又はこれを変更しようとする

ときは、あらかじめ、当該公立大学法人の意見を聴き、当該意見に配慮しなければなら

ない。 

４ 設立団体の長は、公立大学法人に係る中期計画について、第二十六条第一項の認可を

しようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。 

５ 公立大学法人に関する第二十六条第三項の規定の適用については、同項中「事項」と

あるのは、「事項及び第七十八条第二項に定める事項」とする。 

 



 

 

【学校法人】 

 

◆私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号） 

 

第三条 この法律において「学校法人」とは、私立学校の設置を目的として、この法律の

定めるところにより設立される法人をいう。 

 

 （申請） 

第三十条 学校法人を設立しようとする者は、その設立を目的とする寄附行為をもつて少

なくとも次に掲げる事項を定め、文部科学省令で定める手続に従い、当該寄附行為につ

いて所轄庁の認可を申請しなければならない。 

一 目的 

二 名称 

三 その設置する私立学校の名称及び当該私立学校に課程、学部、大学院、大学院の研

究科、学科又は部を置く場合には、その名称又は種類（私立高等学校（私立中等教育学

校の後期課程を含む。）に広域の通信制の課程（学校教育法第五十四条第三項（同法第

七十条第一項において準用する場合を含む。）に規定する広域の通信制の課程をいう。）

を置く場合には、その旨を含む。） 

四 事務所の所在地 

五 役員の定数、任期、選任及び解任の方法その他役員に関する規定 

六 理事会に関する規定 

七 評議員会及び評議員に関する規定 

八 資産及び会計に関する規定 

九 収益を目的とする事業を行う場合には、その事業の種類その他その事業に関する規

定 

十 解散に関する規定 

十一 寄附行為の変更に関する規定 

十二 公告の方法 

２・３ （略） 

 

 （役員） 

第三十五条 学校法人には、役員として、理事五人以上及び監事二人以上を置かなければ

ならない。 

２ 理事のうち一人は、寄附行為の定めるところにより、理事長となる。 

 

 （理事会） 

第三十六条 学校法人に理事をもつて組織する理事会を置く。 

２ 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。 

３ 理事会は、理事長が招集する。理事（理事長を除く。）が、寄附行為の定めるところ

により、理事会の招集を請求したときは、理事長は、理事会を招集しなければならない。 

４ 理事会に議長を置き、理事長をもつて充てる。 



 
 
５・６ （略） 

 

 （役員の職務） 

第三十七条 理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 理事（理事長を除く。）は、寄附行為の定めるところにより、学校法人を代表し、理

事長を補佐して学校法人の業務を掌理し、理事長に事故があるときはその職務を代理し、

理事長が欠けたときはその職務を行う。 

３ （略） 

 

 （役員の選任） 

第三十八条 理事となる者は、次の各号に掲げる者とする。 

一 当該学校法人の設置する私立学校の校長（学長及び園長を含む。以下同じ。） 

二 当該学校法人の評議員のうちから、寄附行為の定めるところにより選任された者（寄

附行為をもつて定められた者を含む。次号及び第四十四条第一項において同じ。） 

三 前二号に規定する者のほか、寄附行為の定めるところにより選任された者 

２ 学校法人が私立学校を二以上設置する場合には、前項第一号の規定にかかわらず、寄

附行為の定めるところにより、校長のうち、一人又は数人を理事とすることができる。 

３～８ （略） 

 

 （評議員会） 

第四十一条 学校法人に、評議員会を置く。 

２ 評議員会は、理事の定数の二倍をこえる数の評議員をもつて、組織する。 

３ 評議員会は、理事長が招集する。 

４ 評議員会に、議長を置く。 

５ 理事長は、評議員総数の三分の一以上の評議員から会議に付議すべき事項を示して評

議員会の招集を請求された場合には、その請求のあつた日から二十日以内に、これを招

集しなければならない。 

６ 評議員会は、評議員の過半数の出席がなければ、その議事を開き、議決をすることが

できない。 

７ 評議員会の議事は、出席評議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

８ 前項の場合において、議長は、評議員として議決に加わることができない。 

 

第四十二条 次に掲げる事項については、理事長において、あらかじめ、評議員会の意見

を聞かなければならない。 

一 予算、借入金（当該会計年度内の収入をもつて償還する一時の借入金を除く。）及び

重要な資産の処分に関する事項 

二 事業計画 

三 寄附行為の変更 

四 合併 

 



 
 
五 第五十条第一項第一号（評議員会の議決を要する場合を除く。）及び第三号に掲げ

る事由による解散 

六 収益を目的とする事業に関する重要事項 

七 その他学校法人の業務に関する重要事項で寄附行為をもつて定めるもの 

２ 前項各号に掲げる事項は、寄附行為をもつて評議員会の議決を要するものとすること

ができる。 

 

第四十三条 評議員会は、学校法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状況

について、役員に対して意見を述べ、若しくはその諮問に答え、又は役員から報告を徴

することができる。 

 

 （評議員の選任） 

第四十四条 評議員となる者は、次の各号に掲げる者とする。 

一 当該学校法人の職員のうちから、寄附行為の定めるところにより選任された者 

二 当該学校法人の設置する私立学校を卒業した者で年齢二十五年以上のもののうちか

ら、寄附行為の定めるところにより選任された者 

三 前各号に規定する者のほか、寄附行為の定めるところにより選任された者 

２ 前項第一号に規定する評議員は、職員の地位を退いたときは、評議員の職を失うもの

とする。 

 

 （措置命令等） 

第六十条 所轄庁は、学校法人が、法令の規定、法令の規定に基づく所轄庁の処分若しく

は寄附行為に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該学校法人

に対し、期限を定めて、違反の停止、運営の改善その他必要な措置をとるべきことを命

ずることができる。 

２～８ （略） 

９ 学校法人が第一項の規定による措置命令に従わないときは、所轄庁は、当該学校法人

に対し、役員の解任を勧告することができる。 

１０ 所轄庁は、前項の規定による勧告をしようとする場合には、あらかじめ、当該学校

法人の理事又は解任しようとする役員に対して弁明の機会を付与するとともに、私立学

校審議会等の意見を聴かなければならない。 

１１ （略） 


